




















































































































図 1 職能系統と身分の階層 
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図３　職能群，職能系統，資格の階層
大原社会問題研究所雑誌　№688／2016.250
　だが，他方で，三菱電機は職務遂行能力の質的差異に基づく職能系統を引き続き維持した。ブルー
カラーはブルーカラーとしてキャリア形成していく方が望ましいという会社側の人事労務管理上の
配慮からも職能系統を２つに区分していたと考えられる。また，試験による系統変更の仕組みも維
持された。三菱電機の資格制度は従来の職能系統を細分化した「職能的資格制度」から修正された
が，社員を１本の能力評価基準に基づいて処遇する「能力的資格制度」に変化したわけでなく，日
経連が新しい方向として推奨した「新職能資格制度」に転換した。この改訂により，「旧制度の職
能系統の変更だけに目が向きがちになる難点が改められ，昇級（進級のこと―引用者）が資格移
動の中心になった」（労務行政研究所1978：61）という重要な変化があった。しかし，技士系統か
ら主事系統への変更の仕組みは引き続き設置され，重要な役割を果たすこととなった。この試験に
よる系統変更の存在は，職務のあり方の違いを踏まえた職能系統の意義を際立たせるものであり，
職務を無視した「能力的資格制度」とは大きく異なることを示している。つまり，「職務」遂行能
力というキーワードが示すように本来の能力主義の前提には職務の位置づけが存在しており，三菱
電機はそうした原則的考え方をこの時点においても維持していたといえる。
　第二に，1970年代における能力主義の再編成について。三菱電機は，1978年改訂においても職
務重視型能力主義の原則を維持した。他方，一定の再編成も行った。具体的には，上述したように
「職能的資格制度」が「新職能資格制度」へ転換したことに加え，資格制度の運用に修正が加えら
れた。すなわち，まず，最長滞留年数と自動進級が廃止され，資格進級が厳格化された。つぎに，
本給の昇給を決定する基準である昇給基準について「系統内圧縮」および「系統間圧縮」を行った。
「系統内圧縮」とは資格間の昇給基準の圧縮を，また「系統間圧縮」とは職能系統間の昇給基準の
圧縮を意味する。これらにより，本給の年功的色彩に一定の抑制をかけつつ，ブルーカラーとホワ
イトカラーの格差を縮めた。一般に能力主義は職務遂行能力の伸長度に基づき個人間に差をつける
ものであるが，三菱電機の1978年改訂では系統内圧縮がなされ，むしろ差が小さくなるものとなっ
た。これは，高卒現場作業者が一般化するなど，労働力のバラツキが小さくなり，質的均一化が図
られたことにもよると考えられる。また，系統間圧縮はブルーカラーとホワイトカラーの格差を小
さくするものでもあり，「技能者の優遇策」の結果であった。
　このように，三菱電機の1978年改訂は，能力主義管理の実務化・制度化にとどまらず，重要な
再編成を行うものであった。他方，人事考課の結果反映度の高まりは確認できなかった。三菱電機
に関する限り，1970年代の「新職能資格制度」への移行は，人事考課を通じた競争原理の強化と
いうよりも，当時のさまざまな問題点を解消し，「職能的資格制度」をより現実に即した機能的な
ものへと改訂したものであった。
　第三に，職務給的職階給について。職務給はもともと職務の下位移動による賃金低下という問題
を抱えているが，オイルショックやME技術革新の影響により三菱電機では1970年代に配置転換が
増加し，職階給が低下する事態が増えた（服部1982：171）。そのため，労働組合は降号補償の拡
充と資格対応職階給保障の新設を求め，会社側もそれを受け入れた。配置転換の増加によって職階
給が動揺したが，1978年改訂は部分改訂にとどめ，職務分析と職務評価に基づく職務給的職階給
が職能給に転換したわけではなかった。これは，賃金決定における納得性の担保を追求したことに
よる。
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　同一労働同一賃金を標榜する職階給は，その意味で労使双方にとって望ましいものであった。た
だし，この職階給は，会社側にとっては納得性の担保に加え，勤続年数長期化に伴う自動的な人件
費上昇を抑える意義があったが，労働組合にとっては納得性の担保は得られるものの，昇号機会の
減少，配置転換の増加による職階給の減少というジレンマを生じさせることになる。そして，会社
側としても労働組合の主張を踏まえて，職場レベルの不満をいかに克服していくかという課題を背
負っていた。三菱電機が1978年改訂においても職階給を維持した過程は，このような職階給の意
義と課題に基づく労使の苦悩を如実に表したものであったことに留意する必要がある。
　要するに，三菱電機の1978年人事処遇制度改訂は，それまでの制度運用によって明らかになっ
たネガティブな機能，オイルショックやME技術革新の影響，労働組合の格差圧縮や所得保障の要
求など様々な課題に対応する重要な再編成であったが，職務重視型能力主義の原則を放棄するもの
ではなかった。他企業では同様の課題に直面して「職務から職能へ」と言われるような制度の転換
を図り，能力主義管理思想にもともと含まれていた「職務」への評価を基礎とする構想を事実上放
棄していったのに対して，三菱電機は職務重視型能力主義による管理に修正を加えつつ，維持・定
着させた。
　　　５　むすび
　戦後直後期，三菱電機において戦後型学歴身分制が形成され，また職務評価による職務価値序列
に基づく人事処遇制度が確立された。その後，三菱電機は1968年に人事処遇制度を改訂し，「職務
遂行能力」という一貫した基準による「職能的資格制度」を導入することにより，戦後型学歴身分
制から能力主義的人事処遇制度へ移行した。同時に，職務給的職階給も拡充していた。この時，職
務重視型能力主義が形成された。そして，三菱電機は1978年にも人事処遇制度改訂を行ったが，
それは「職能的資格制度」から「新職能資格制度」への転換を意味し，職務給的職階給も維持して
いた。他企業では「職務から職能へ」と言われるような制度の転換が図られたが，三菱電機は職務
重視型能力主義を変容させつつも，その原則を放棄しなかった。このように，日本企業全体の人事
処遇制度の基軸が「年功」から「職務」そして「職務遂行能力」へと単線的に移行したわけではな
かった。能力主義は類型的に把握する必要があり，三菱電機のように職務重視型能力主義の企業も
存在した。
　以上で考察した職務重視型能力主義の形成と変容には，つぎのような意義があると考える。
　第一に，戦後型学歴身分制が孕んでいた人事労務管理上の諸問題を一応ながら解決したことであ
る。戦後直後期，身分制度は「能力」に基づいて改訂された。ただし，この段階での「能力」は後
の「職務遂行能力」と異なり，より広く，曖昧なものであった。結果として，それぞれの身分は学
歴と強いリンクを持つものとなり，戦後型学歴身分制が形成されることとなった。その後，1960
年代に入り，多くの問題状況が生じ，「職務遂行能力」に基づく能力主義的人事処遇制度への移行
が行われた。企業が価値を置くのは「職務」を遂行する能力であるため，「職務」を離れて能力と
いうものの評価はできない。「職務遂行能力」という概念は，あくまでも「職務」を遂行する能力
であり，「職務」から導き出された能力であることが重要である。これにより，戦後型学歴身分制
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が孕んでいた人事労務管理上の諸問題を一応ながら解決することができた。
　第二に，いわゆる職能資格制度の問題点が日本企業全体にあてはまるわけではないことである。
1990年代以降の成果主義人事改革をめぐる評価の中に，従来の職能資格制度を軸とする能力主義
管理が，①成長鈍化という事態の下で，社員の能力伸長と従事する職務に乖離を生じさせ，生産性
向上に結実していないこと，また②能力主義といいつつ運用上は職務遂行能力の代理指標として勤
続年数が重視されたため年功的運用に侵されがちであったことなどの問題が指摘され，成果主義へ
の移行が議論された。だが，三菱電機の例からもわかるように能力主義にも様々な類型があり，職
務重視型能力主義もあった。上記２点の問題は，必ずしも日本企業すべてに当てはまるわけではな
いことがうかがえる。
　第三に，労使関係の性格が人事労務管理を規定していることである。人事改革には労使の合意形
成が必要であり，労使関係の状況如何によっては改革が困難に陥ることになる。三菱電機では，
1950年に職階制を導入することによって，職務重視志向の人事労務管理の萌芽が見られた。これが，
その後の1960年代における職務重視型能力主義の形成に結びついていくことになる。このような
職務重視型能力主義の確立は労使関係の性格に起因するところが大きい。そして，三菱電機が
1970年代に入って「職務から職能へ」というように転換していかなかったのも労使関係の性格が
影響を及ぼしていると考えられる。労使関係の性格が人事労務管理を規定していると言っても過言
ではなかろう。
　なお，本稿には残された課題も多い。ここでは，さしあたり，つぎの３点を指摘しておく。
　第一に，三菱電機は2004年に「役割・職務価値制度」という名称の役割等級制度を導入してい
るが，これと職務重視型能力主義の関係について明らかにしなければならない。そして，なぜ三菱
電機では職務重視型能力主義が維持されてきたのかについても考察すべきであろう。そのためには，
1980年代から2000年代前半にかけて，人事処遇制度の変遷と労使関係を分析する必要がある。
　第二に，現在，役割等級制度が成果主義を体現する人事処遇制度として主流になりつつあるが，
それに先行する能力主義的人事処遇制度のタイプによって成果主義への移行の難易度や制度運用の
あり方には違いが生じたと予想される。それが三菱電機でどのように行われたのかについても明ら
かにすべき事柄である。
　第三に，企業の人事処遇制度は雇用システムの制度的背景をなすものである。1990年代以降，
多くの日本企業は人事処遇制度を職能資格制度から役割等級制度へと転換してきた。それは抜本的
な雇用システムの転換を意味するのか，それとも従来の雇用システムを微修正したものなのか。日
本型雇用システムの展望については多くの議論がなされているが，その前にまずは実態を把握しな
ければならないと考える。そのための素材を提供する必要があろう。
（すずき・まこと　労働政策研究・研修機構アシスタント・フェロー）
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